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令和５年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(代表)研究報告書 

就労定着支援の質の向上に向けたマニュアル開発のための研究（23GC1001） 

質の高い就労定着支援を目指すための現状と取り巻く課題の整理に関する研究 

研究代表者 山口明乙香 高松大学・発達科学学部 

【研究要旨】 

 本研究では，全国の就労定着支援事業所及び就労系障害福祉サービス事業所の職員を対象に

実施したオンセミナーの参加者を対象に、就労定着支援事業所の現状を取り巻く課題と支援の

提供における課題についてオンライン調査を実施した。本調査の結果、307 名の回答から就労定

着支援事業所を取り巻く課題としては、「利用者確保の課題」、「企業との連携の課題」、「生活支

援の提供に関する課題」、「定着率を高める課題」、「事業所職員の確保の課題」、「利用者のキャリ

アアップ支援の課題」が特に課題として高く認識されていることが明らかとなった。また自法人

以外の他の就労系障害福祉サービス事業所を経て就職した利用者への支援の課題には、「企業や

支援機関との連携課題」が生じやすいことや「利用者情報の不足」、限られた期間の中での「信

頼関係構築の課題」などがあり、計画相談事業所の担当がいないセルフプラン利用者の支援では、

「生活支援の役割範囲の課題」や「多面的視点や支援の質の担保の課題」が生じやすいことが示

唆された。 

＜分担研究者＞ 

八重田 淳・筑波大学・教授 

島村 聡・沖縄大学・教授 

前原 和明・秋田大学大学院・教授 

若林 功・常磐大学・准教授 

野崎 智仁・国際医療福祉大学・講師 

縄岡 好晴・明星大学・准教授 

藤川 真由・東北大学病院てんかん科・助教 

清野 絵・国立障害者リハビリテーション研究所

障害福祉研究部心理実験研究室・研究室長 

池田 浩之・兵庫教育大学大学院・助教

A.研究目的

本研究は，質の高い就労定着支援の実現

を目指すにあたり、現状の把握や障壁とな

っている課題を明らかにし、質の高い就労

定着支援を具現化するための取り組みの留

意点を整理することを目的としている。 

本報告では，就労定着支援に関わる就労

系サービス支援事業所の職員を対象に実施

したオンラインセミナーの参加者が回答し

たオンライン調査の結果を報告する。 

B.研究方法

１．対象者 

  2024 年 1 月 30 日に実施した「障害のあ

る人の質の高い就労生活を実現するための

就労定着支援セミナー」に参加希望をした

1032 名のうち、オンラインフォームへ入力

をした 307 名(申込者対する割合 29.4％) 

２．調査時期 

 2023 年 12 月 25 日から 2024 年 1 月 30

日を期間とした。 

３．調査内容 
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調査内容は、就労定着支援事業所の課題

として、①利用者の確保、②利用者への支援

提供における制約、③企業との連携、④生活

支援に関わる関係者との連携、⑤医療機関

との連携、⑥定着率を高める難しさ、⑦事業

所職員の確保、⑧本人のキャリアアップ(転

職含む)の支援、⑨報酬単価と事業所の安定

運営、⑩退職後の定着率から除外される期

間の長さ、⑪就職後 6 か月以内における就

労定着支援事業所の支援提供に係る報酬、 

⑫報酬体系の変更として、令和 6 年度から

利用者数を考慮した報酬体系から定着率の

みを報酬の基準とする報酬体系へ変更され

ることの 12 項目について設定し、「１：全

く課題でない」、「２：課題でない」、「３：や

や課題でない」、「４：どちらともいえな

い」、「５：やや課題である」、「６：課題であ

る」、「７：非常に課題である」の 7 件法で

回答を依頼した（添付資料参照）。 

また自法人以外の就労系事業所を利用し

た新規利用者への対応の現状と課題及びセ

ルフプラン利用者への対応の現状と課題に

ついて、自由記述にてその課題について回

答を求めた。 

４．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，高松

大学研究倫理審査(高大倫審 2023001)の承

認を経て実施し、報告すべき利益相反はな

い。 

５．分析方法 

 就労定着支援事業所の課題に関する 12

項目は、単純集計を行った。自法人以外の就

労系事業所を利用した新規利用者への対応

の現状と課題及びセルフプラン利用者への

対応の現状と課題については、記述に対し

て定性的コーディングを実施し、その記述

内容からカテゴリーを分類し、その記述割

合を算出した。 

C.研究結果

１．基礎データ 

 回答者 307 名の内、就労定着支援事業所

の所属は 97 名(31.6％)であり、就労移行支

援事業所が 143 名(46.6％)、就労継続支援

事業 A 型事業所 69 名(22.5％)、就労継続支

援事業 B 型事業所 106％（34.5％）、自立訓

練事業所 22 名(7.2％)、障害者就業・生活支

援センター27 名(8.8％)であった。その他、

相談支援事業所や行政関係、教育関係者の

参加があった。 

 事業所の設置法人の内訳では、民間企業

が 50.8％で最も多く、次いで社会福祉法人

が 29.6％、NPO 法人が 12.4％であった。 

 参加者の職務内容は、支援者が 58.3％で

あり、サービス管理責任者 18.6％、管理者

が 17.9％であった。 

Fig.１ 所属の設置法人 

Fig,２ 回答者の職務内容 
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２．就労定着支援事業所を取り巻く課題 

（１）利用者の確保

 利用者の確保に関する課題は、「７：非常

に課題である」とする回答が 21．７％と最

も多い傾向を示した。  

（２）利用者への支援提供における制約 

 利用者への支援提供における制約は、

「４：どちらともいえない」とする回答が、

35.8％であり、最も多い割合を示していた。 

（３）企業との連携

企業との連携に関する課題は、「５：やや

課題である」とする回答が、26.3％が最も多

い最も多い割合を示していた。 

（４）生活支援に関わる関係者との連携

生活支援に関わる関係者との連携は、

「５：やや課題である」とする回答が 27.8％

で最も多い割合を示していた。 

（５）医療機関との連携

医療機関との連携は、「４：どちらともい

1 2 3 4 5 6 7 N

24 19 25 53 55 45 59

8.6% 6.8% 8.9% 18.9% 19.6% 16.1% 21.1%
280

全く問題でない 非常に問題である

①利用者の確保

1 2 3 4 5 6 7 N

10 24 41 100 68 26 10

3.6% 8.6% 14.7% 35.8% 24.4% 9.3% 3.6%

全く問題でない 非常に問題である

②利用者への支援提供における

制約
279

1 2 3 4 5 6 7 N

5 20 35 61 75 59 30

1.8% 7.0% 12.3% 21.4% 26.3% 20.7% 10.5%

全く問題でない 非常に問題である

③企業との連携 285

8 28 43 65 79 37 24

2.8% 9.9% 15.1% 22.9% 27.8% 13.0% 8.5%

全く問題でない 非常に問題である

④生活支援に関わる関係者との

連携
284

Table２ 利用者確保の課題 

Table４ 企業との連携 

Table３ 支援提供の制約 

Table５ 生活支援の連携 

Fig.３ 利用者確保の課題 

Fig.４ 支援提供の制約 

Fig.５ 企業との連携 

Fig.６ 生活支援の連携 

Table１ 回答者の所属 
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えない」とする回答が 26.4％で最も多い割

合を示していた。 

（６）定着率を高める難しさ 

定着率を高める難しさは、「５：やや課題

である」とする回答が 26.4％で最も多い割

合を示していた。 

（７）事業所職員の確保 

報酬単価と事業所の安定運営の課題は、

「５：やや課題である」とする回答が 24.3％

で最も多い割合を示していた。 

⑧本人のキャリアアップ(転職含む)の支援の

課題 

本人のキャリアアップ(転職含む)の支援

の課題は、「５：やや課題である」とする回

答が 27.6％で最も多い割合を示していた。 

（９）報酬単価と事業所の安定運営

報酬単価と事業所の安定運営の課題は、

「４：どちらともいえない」とする回答が

25.2％で最も多い割合を示していた。 

1 2 3 4 5 6 7 N

12 29 40 75 64 41 23

4.2% 10.2% 14.1% 26.4% 22.5% 14.4% 8.1%
　⑤医療機関との連携 284

全く問題でない 非常に問題である

1 2 3 4 5 6 7 N

⑥定着率を高める難しさ 2 13 24 51 81 72 40 283

0.7% 4.6% 8.5% 18.0% 28.6% 25.4% 14.1%

非常に問題である全く問題でない

1 2 3 4 5 6 7 N

6 24 23 50 69 58 54

2.1% 8.5% 8.1% 17.6% 24.3% 20.4% 19.0%

全く問題でない 非常に問題である

284⑦事業所職員の確保

1 2 3 4 5 6 7 N

7 9 23 72 78 61 33

2.5% 3.2% 8.1% 25.4% 27.6% 21.6% 11.7%
283

⑧本人のキャリアアップ(転職含

む)の支援

全く問題でない 非常に問題である

Table６ 医療機関との連携 

Table７ 定着率を高める課題 

Table９ キャリアアップの課題 

Fig.10  キャリアアップの課題 

Fig.７ 医療機関との連携 

Fig.８ 定着率を高める課題 

Fig.９ 事業所職員の確保 

Table８ 事業所職員の確保 

Fig.1１ 報酬単価と事業所の運営の課題 
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（10）退職後の定着率から除外される期間の

長さ 

退職後の定着率から除外される期間の長

さの課題は、「４：どちらともいえない」と

する回答が 31.１％で最も多い割合を示し

ていた。 

（１１）就職後 6か月以内における就労定着支

援事業所の支援提供に係る報酬の課題 

就職後 6 か月以内における就労定着支援

事業所の支援提供に係る報酬の課題は、

「４：どちらともいえない」とする回答が

40.0％で最も多い割合を示していた。 

（１２）定着率のみを報酬の基準とする報酬体

系へ変更されることの課題 

報酬体系の変更として、令和 6 年度から

利用者数を考慮した報酬体系から定着率の

みを報酬の基準とする報酬体系へ変更され

ることの課題は、「５：やや課題である」と

する回答が 21.0％で最も多い割合を示して

いた。 

３．定着支援事業所における本人の状態を把

握するために実施している方法 

 就労定着支援で本人の状態を把握するた

めに実施している方法について、該当する

ものを複数回答してもらった結果、「電話

での連絡」が31.4％で最も多く、次いで

「職場訪問」が26.6％、「メールでの連

絡」は18.1％であった。LINEなどのSNS

を用いた連絡は7.5％であり、「家庭訪問」

による方法は8.9％、事業所での面談によ

る方法は4.7％、オンラインフォームなど

による方法は1.0％であった。 

1 2 3 4 5 6 7 N

9 7 13 70 56 67 56

3.2% 2.5% 4.7% 25.2% 20.1% 24.1% 20.1%
⑨報酬単価と事業所の安定運営

全く問題でない 非常に問題である

278

1 2 3 4 5 6 7 N

2 5 8 41 26 26 24

1.5% 3.8% 6.1% 31.1% 19.7% 19.7% 18.2%

全く問題でない 非常に問題である

132
⑩退職後の定着率から除外され

る期間の長さ

1 2 3 4 5 6 7 N

2 6 9 50 23 17 18

1.6% 4.8% 7.2% 40.0% 18.4% 13.6% 14.4%
125

⑪就職後6か月以内における就

労定着支援事業所の支援提供に

係る報酬

全く問題でない 非常に問題である

1 2 3 4 5 6 7 N

0 3 3 4 6 3 1

0.0% 1.1% 1.1% 1.4% 2.1% 1.1% 0.4%

⑫定着率のみを報酬の基準とす

る報酬体系へ変更されること

全く問題でない 非常に問題である

20

Table10 報酬単価と事業所の運営の課題 

Table11 退職後の転職支援の期間 

Fig.13 6か月以内の支援 

Fig.1２ 退職後の転職支援の期間の課題 

Table12 6ヶ月以内の支援 

Table1４報酬体系の変更 

Table13 報酬体系の変更 
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４．自法人外の利用者対応の課題の現状 

自法人以外から定着支援を利用者しよう

とする方への支援の課題の有無とその内容

の有無については、自法人以外からの利用

者への対応には課題があると回答したのは、

40.2％であり、課題がないとしたのは

17.8％であった。 

具体的な課題として、記述された 61 件の

記述内容に応じて定性的カテゴリーに分類

５．セルフプラン利用者の対応の課題と現状 

自治体によって、セルフプラン(本人が申

請手続き書類を作成）でも認められるエリ

アと計画相談がいないと原則認めれないエ

リアがあるが、人口規模の多い地域では、就

労系サービスの利用については、セルフプ

ランの利用が多い地域もある。

セルフプラン(担当の相談支援事業所が

いない）利用者と(担当する相談支援事業所

がいる）計画相談(担当する相談支援事業所

がいる）利用者への就労支援における支援

の違いやその課題について、自由記述にて

回答を依頼した。 

具体的な課題として、記述された 95 件の

記述内容に応じて定性的カテゴリーに分類

した。結果、セルフプラン利用者と計画相

談利用者との違いにおいては、「多角的視点

電話連絡 155 31.4%

職場訪問 131 26.6%

メールでの連絡 89 18.1%

家庭訪問 44 8.9%

LINEなどでの連絡 37 7.5%

事業所での面談 23 4.7%

オンラインフォーム 5 1.0%

医療機関同行 3 0.6%

相談支援など他機関との連携 3 0.6%

テレビ会議システムによる面談 2 0.4%

喫茶店などで面談 1 0.2%

他法人利用者の支援の課題 割合 記述数

企業と支援機関等との連携の課題 31.1% 19

利用者の情報の不足 26.2% 16

信頼関係構築の困難 16.4% 10

マッチングの精度の課題 6.6% 4

前例ない 6.6% 4

その他 6.6% 4

特になし 8.2% 5

Table14 状態把握の方法 

Fig.15 状態把握の方法 

した。結果、自法人以外の事業所を利用して

就職に至った利用者の定着支援事業所の利

用においては、「就職先と利用者とのマッチ

ングの精度の課題」や「利用者の情報の不

足」、「信頼関係構築の困難」、「企業や利用

した就労系事業所との連携の困難」といっ

た課題があることが示された。 

 一方で、「自法人の就労系事業所の利用

者しか利用対象者にしていない」という記

述があった。

Fiｇ.16 自法人以外の利用者の課題の有無 

Table16. 自法人以外の利用者の課題の有無 
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と支援の質の確保（36.8％：35 記述）」や「利

用者の生活支援の範囲を役割分担(16.８％：

16 記述)」、「企業や他の支援機関との連携

(12.6％：12 記述)」、「計画相談事業所の確

保(5.3％：5 記述)」「利用終了後の資源への

接続（1.1％：1 記述）」といった点で違いが

あることが示された。 

一方で、「セルフプラン利用対象者の事例

はない（17.9％：17 記述）」という記述や「課

題の違いはない(11.6％：11 記述)」という記

述もあった。 

D.考察

１． 就労定着支援事業所の課題 

本調査の結果、307名の回答から就労定着支

援事業所を取り巻く課題のうち、「５：課題と

なっている」以上の回答が、最も多い回答と

なっている項目として、「利用者確保の課題」、

「企業との連携の課題」、「生活支援の提供に

関する課題」、「定着率を高める課題」、「事業

所職員の確保の課題」、「利用者のキャリアア

ップ支援の課題」が該当していた。 

まず定着支援事業所の事業所運営に関わる

課題としては，「事業所職員の確保の課題」や

「利用者確保の課題」，「定着率を高める課題」

があると考えられる。 

「利用者確保の課題」は、厚生労働省

(2023a)によると令和４年度の就労定着支援

事業所の 1 事業所あたりの利用者数の全国平均

は，10.6 名であった。都道府県別による定着

支援事業所の利用者数の平均の最小人数は島根

県の 2.9 名であり，最大人数は，愛知県の 

17.6 名であった。全国平均を超える都道府県

は，北海道，宮城県，埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県，岐阜県，愛知県，京都府，大阪府，

兵庫県，広島県，福岡県の 13 都道府県であっ

た。この結果から人口密度が一程度確保できて

いる都道府県とその他の都道府県では，就労定

着支援事業所の利用者数確保の課題の重要性が

異なることが考えられた。また就労支援事業所

の支援者の確保に関わる職員の確保に関する課

題も大きな課題として捉えられていた。福祉職

の人材不足の課題は，2023 年に深澤(2024)が

実施した障害福祉サービス事業所の人材確保に

関する調査によっても、職員不足があると回答

した事業所が半数以上であることを指摘してい

るが，この影響が就労定着支援事業所にもある

ことが推察される。 　　　　　　　　　　　

定着率は，事業所報酬単価を決定するにあた

り定着率別の報酬単価が設定されていることか

らも，事業所の安定した経営運営と支援者確保

に直結する影響を与える。 

この定着率向上の課題改善には,就労定着支

援事業所が提供する支援の質の向上が影響を与

える。就労定着支援の支援枠組みとなる職場定

着面への支援である「企業との連携課題」と地

域生活面の支援である「生活支援の提供に関す

る課題」が重要な課題として認識されていた本

調査の結果から，就労定着支援事業所の支援の

中核となる支援の在り方や具体的な工夫などが

ぞれぞれの事業所では模索されている現状があ

ると考えられた。

 障害者のキャリアアップの支援は、FVP(2023)

の調査においても，就労定着支援事業所の就労

セルフプラン利用者と計画相談利用者の違い 割合 記述数

多角的視点と支援の質の確保 36.8% 35

利用者の生活支援の範囲と役割分担の課題 16.8% 16

企業や他の支援機関との連携の課題 12.6% 12

計画相談支援事業所確保の困難 5.3% 5

違いはない・課題はない 11.6% 11

事例がない 17.9% 17

Table16 セルフプラン利用者の支援
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定着支援の好事例の要素として取り扱われて

おり，近年の一般労働市場においても，キャ

リアップとしての転職支援や障害者のキャリ

アアップは，雇用の質に関わる課題として考

えられている。こうした転職支援を含むキャ

リアアップ支援においては，就労定着支援事

業所では，離職した利用者が 1 カ月以内に新

たな事業所との雇用契約が締結した場合にお

いては，離職の扱いから除することができ，

就労定着支援事業所の定着率の影響を避ける

ことができる。この利用者の転職に関わる現

在の報酬算定に関わる制度では，このキ ャリ

アアップ支援が 1 カ月以内の再就職が見込め

ない場合には，定着率の低下につながる条件

となっており，これは事業所の報酬単価の算

定に直接的に影響を与えることとなる。 こう

した背景を踏まえると「利用者のキャリア

アップ支援の課題」は、実際のキャリアア ッ

プ支援や転職支援において，利用者の職場や

業務とのマッチングを適切に判断し，より質

の高いキャリアアップ支援に注力する場合に

は，１カ月以内の新たな企業との雇用締結は

容易でないことは，想像に難くない。 

２．就労定着支援事業所の利用者の背景の

違いによる課題 

就労定着支援事業所の利用者では、自法人

の設置する就労移行支援事業所、就労継続支

援 A 型事業所、就労継続支援 B 型事業所以外

の利用者が就職６ヶ月後から就労定着支援事

業所の利用を希望した場合にも、就労定着支

援事業所の利用は可能である。その場合には、

初期加算として 900 単位の連携のための報酬

加算の請求が可能となる。 

自法人以外の他の就労系障害福祉サービス

事業所を経て就職した利用者への支援の課題

には、「企業や支援機関との連携課題」が生じ

やすいことや「利用者情報の不足」、限られた

期間の中での「信頼関係構築の課題」などが

あげられた。 

具体的な記述としては、「利用者さんの情報

や企業担当者さんについて十分把握できてい

ない状態で支援を始めることになる」という

記述や「自事業所の定着支援利用者の対応で

手一杯な点 ・現状受け入れ数が多ければ報酬

単価が下がる点 ・外部の場合、ご本人の障害

特性や配慮事項の細かい部分での理解不足が

考えられる点 ・働きながらの支援となるため

ご本人との信頼関係構築の為の時間確保が困

難な割に報酬体系が則していないため、事業

所負荷が高い ・就職までの経緯や企業担当者

との関わり方の詳細がなかなか分かりづらい」

といった記述、「法人以外からの依頼は困難ケ

ースである場合が多く（全てそう）、支援に時

間も体力も要す。また、関係性を就労後 7 ヶ

月を過ぎてから構築することもあり、困難が

より一層困難になっている」といった記述が

みられた。 

また信頼関係構築に関連する記述では、「外

部からの場合、その方がどんな人なのか、ど

んな課題があるのかがわからない事と、今ま

での関係性ができていないところからの定着

支援になるので、本人からの相談で本音とな

る部分が引き出せない可能性がある」といっ

た記述がみられた。厚生労働省(2023a)による

全国の就労定着支援事業所数の平均は、35.7

事業所であり、都道府県別の就労定着支援事

業所数では、県内に４事業所しか有しない県

もあり、全国平均を上回る都道府県は、北海

道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡

県、愛知県、大阪府、兵庫県、福岡県の 10 ヶ

所である。つまり人口規模の大きい地域は、

一定数の定着支援事業所数が確保されている



9 

が、それ以外の地域では定着支援事業所自体

が社会資源として乏しい状況になるなかで、

自法人以外から就職した利用者への就労定着

支援のサービス提供への障壁が高いことは、

質の高い就労定着支援を地域資源として活用

するにあたり重要な課題となっているといえ

る。 

また都市部の障害福祉サービスの支給認定

における申請において、計画相談事業所と契

約し、担当ケースワーカーがいないいわゆる

セルフプランで申請をする利用者の支援では、

「生活支援の役割範囲の課題」や「多面的視

点や支援の質の担保の課題」が生じやすいこ

とが示唆された。セルフプラン利用者の支援

については、自治体による支給決定の原則に

よるのため、セルフプランを認めている地域

とそうでない地域では、その利用実態が大き

く異なるもの現状である。 

 具体的な記述としては、「ご自宅での様子

や、ご家族との関係性を確認する必要があ

る際に、相談支援員がいるときは、一緒にご

自宅を訪問させて頂いたり、情報提供を依

頼する場合があります。自分とは違った視

点から相談支援員の助言を頂けるのはとて

も心強いです」、「就職後、セルフプランの方

の生活面でのサポートが弱くなってしまう。

家庭に何かあった際、介入できる人がいな

い」、「本人の地域生活における課題を一緒

に考えてもらえる支援者がいると、本人だ

けでなく就労支援事業所としても安心感が

ある。 モニタリングで、本人と就労支援事

業所間だけでは気づけなかった本人の隠れ

たニーズに、相談支援専門員が違った視点

から質問してくれることにより気づくこと

ができることがあり、より本人の希望に沿

った支援計画が作れるようになることがあ

る」、「就労以外の支援(自宅の様子確認や

GH 入居など)も行わなければ就労へ繋がら

ない場合もある。計画相談がついている場

合はそちらに相談、連携を行うことができ

るが、セルフプランの場合、就労支援の立場

では、生活面での支援が行き届かない部分

があると感じる」があった。 

これらの記述にもみられるように、セル

フプラン利用者と計画相談支援員付き利用

者では、その支援提供に係わる役割分担や

連携の在り方などが異なる場合もあること

が推察された。 

E.結論

本研究の結果、就労定着支援事業所を取

り巻く現状として、支援提供に関連する課

題や企業等との連携による課題、事業所の

安定運営に関わる課題があることが整理さ

れた。また利用者のキャリアアップとして

の転職支援を実現するにあたり、現行の制

度設計における矛盾点も明らかになった。 

また自法人以外を利用した就職者の新規の

就労定着支援事業所の受け入れには、情報

の不足や企業等との連携課題などが生じや

すい一方で、離職リスクの評価ができず、定

着支援事業所としては、新規利用について

慎重にならざるえないような状況にあるこ

とも推察される状況が確認された。  

利用者の支給決定に関わる行政手続きの

原則によっては、セルフプラン利用者が主

となる地域もあり、そうしたエリアと計画

相談支援事業所が必ず必要になる地域では、

その支援提供における定着支援事業所の役

割範囲やその支援の質の担保に関わる課題

が異なることも明らかになった。 
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令和５年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労定着支援の質の向上に向けたマニュアル開発のための研究（23GC1001）  

 

障害種別や就業形態に合わせた就労定着支援事業所の課題に関する研究 

 

研究分担者 島村 聡  沖縄大学 人文学部 

【研究要旨】 

 本研究では，就労定着支援事業の質の向上に向けた事業所向けのマニュアルを作成するため

に、就労定着支援事業に関わる事業所や関係者から就労定着支援を実施する上での課題を明ら

かにしつつ、各者が行っている実務上の工夫についても聴取して、より実際的なマニュアルづく

りに寄与することを目的とする。今回の調査では、就労定着支援事業に関係する沖縄県内の複数

の事業者に個別にインタビューを行い、就労定着支援における「役割の意識」、「重要だと思うこ

と」、「困難なこと」、「連携において課題となっていること」、「利用者のアプローチへの課題・困

難」「企業など関係者に求めること」、「工夫して上手くいった事例」について聴き取りを行った。

この結果、障害種別や就業形態に特化した取り組みにより就労定着の実績を上げている事業所

が存在していることが確認され、就労定着支援事業が効果を上げるためには、利用者の特性や就

業の動機に合わせた支援の方法を明確にすること、企業の状況を理解して、利用者の強みを引き

出すことで企業の協力を得るといった工夫が重要となることが示唆された。 

 

 

A.研究目的 

 本研究は，就労定着支援事業の質の向上

に向けた事業所向けのマニュアルを作成す

るために、就労定着支援を実施する上での

課題と実務上の工夫に焦点をあてて、就労

定着支援事業が効果を上げるために必要な

事項を明らかにすることを目的としている。 

 本報告では、沖縄県内の 7 つの事業所を

対象に行ったインタビュー調査の結果を報

告する。 

B.研究方法 

１．対象者 

本調査は，就労定着支援事業所の中から、

2021年度までに沖縄県に指定登録された事

業所の中で就労定着実績のある事業所に絞

り、そのうち了解の得られた 4 事業所（利

用対象者を特化していない 2 カ所、在宅ワ

ークに特化、復職支援に特化）と県教育庁就

労支援コーディネーター、就業・生活支援セ

ンター、農福連携技術指導者をインタビュ

ーの対象として選んだ。個性的な就労移行・

定着手法を持つこれらの事業所から共通し

た就労定着にあるべき機能を引き出すこと

が狙いである。 

２．調査時期 

2024年 1月９日から 2024年 2月 20日で

あった。 

３．調査内容 

調査内容は、本研究チーム内で示された 

1 定着支援利用者の全体像 
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2 就労定着支援の実施タイプ 

3 就労定着支援における役割の意識 

4 就労定着支援において重要なこと 

5 就労定着支援において困難なこと 

6 就労定着支援における連携上の課題 

7 就労定着支援の中で利用者のアプロー

チへの課題・困難 

8 企業へ求めること 

9 家庭やグループホームへ求めること 

10 相談支援機関に求めること 

11好事例だと思われるケースの特徴 

を設定した。 

４．倫理配慮について 

調査依頼時には，本調査の趣旨及び内容，

調査データの取り扱いについて書面を提示

して説明し，合意する場合にのみ回答を依

頼した。 

 

C.研究結果 

１．インタビュー調査のまとめ  

1 制度の立て付け 

・就労移行支援の後、就労後 6 ヶ月がとて

も大切な期間であるという認識は一致して

いた。制度的には加算対象となるその期間

のフォローアップがまちまちであるため、

何らかの形でしっかりとした立て付けにす

るべきだという意見が多い。 

・できれば、就労移行をした事業所がその

まま定着を図ることが望ましいという点は

一致している。他の法人の就労移行支援事

業所に対しては、利用者に関する細かな情

報提供を要求することになり、過去の経験

も含めて包み隠さず引き継いでほしいとい

う不満が出ていた。 

2 企業の主体性 

・企業（復職支援の場合は元の職場）が障害

者の就労定着に関して真剣に取り組むこと

が前提となるという点も一致している。そ

の主体性を引き出すための取り組みが就労

定着支援での必須項目となっている。企業

側の人事異動による体制の変化や本人の職

場環境の変化、復職時の受け入れ体制など

について指摘が多い。 

3 本人と周囲の理解 

・本人自身がモチベーションを保つための

取り組みについてはどの事業者も重要視し

ている。また、家族や支援施設、特別支援学

校など周囲の理解に心を砕く場面が多い。

さらに、福祉サービスを利用しているとき

はサービス管理責任者や計画相談の果たす

役割が大きいとする点も合致する。 

4 利用者の背景や就業形態に特化した取

り組み 

・今回は独自の工夫により障害種別や就業

形態に特化した取り組みを行うことで就労

定着の実績を上げている事業所があること

が確認できた。その取り組みは、① 復職者

に限り就労移行支援事業終了後の 6 ヶ月を

独自の有料サービスによりカバーする、② 

在宅就労の利用者に限って支援を行い、企

業とのパイプ役に徹する、③ 新卒者の支援

に特化して在学中から学校と企業との密な

関係を築いていくといったものであった。 

 

D.考察 

就労定着支援事業に求められる機能に関す

る考察 

 本研究の結果から、就労定着支援事業に

求められていることの一つは、「利用者本人

と企業との橋渡し役としてお互いが歩み寄

れるように関わること」だと考えられた。 

そのための条件として、① 本人の側だけ
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に寄りすぎない、踏み込みすぎない。② 企

業の目線に立って考えることができ、企業

と共通言語で話し合えるようにすること、

③ 支援者が社会人基礎力を身につけてお

り、本人のみならず、企業との信頼関係をつ

くることができること、が挙げられた。そこ

で行われていた本人に対する 3 つの役割は、

①拠りどころ・ガス抜き・逃げ場、②アドバ

ンストリーチ（前に一緒に進む）、③エンパ

ワーメント（気持ちに火を灯す）であり、企

業への 3 つの関わり方として、①コンサル

テーション（視点の提供）、②フォロー（啓

発・周知・理解）、③アプローチ（環境調整）

があった（別図参照）。 

  

E.結論 

 上記の考察により、就労定着支援事業が

効果を上げるためには、利用者の特性や就

業の動機に合わせた支援の方法を明確にす

ること、企業の状況を理解して、利用者の強

みを引き出すことで企業の協力を得るとい

った工夫が重要となることが示唆された。

また、本調査の過程において、障害種別や就

業形態に特化した取り組みにより就労定着

の実績を上げている事業所が複数存在して

いることが確認され、就労定着支援の形態

についても示唆をえることとなった。 

  

F．健康危険情報 

該当なし 

G.研究発表 

１．論文発表 

未定 

２．学会発表 

山口明日香ほか（2024）「就労定着支援事業

所の現状と課題に関する考察-報酬改定

の方向性から見るこれからの変化-」日

本リハビリテーション連携科学学会 第

25回大会 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 該当なし 

 ２．実用新案登録 該当なし 

 ３．その他 該当なし 

 

引用参考文献 

朝日雅也、大橋秀行（2019）「重度障害者に

対する社会支援に基づく多様な就労形

態に関する研究」科研費助成事業研究成

果報告書、研究代表者：朝日雅也、基盤

研究（C）（一般）課題番号 15K03924 

 

小池 眞一郎、大石 甲、浅賀 英彦ら（2018）

「障害者雇用の質的改善に向けた基礎

的研究」独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構障害者職業総合センタ

ー資料シリーズ No.101 
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令和５年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労定着支援の質の向上に向けたマニュアル開発のための研究（23GC1001）  

特別支援学校教員の認識する移行支援の視点としての職業準備性の概念に関する研究 

 

研究分担者 前原和明  秋田大学大学院教育学研究科 

【研究要旨】 

 

 

A.研究目的 

 社会参加に際しては，教育，福祉，労働領

域等の支援者が共通理解できることが望ま

れる。就労定着に必要な要素として，「職業

準備性」がある。これは，就業支援基礎研修，

職場適応援助者養成研修，障害者職業カウ

ンセラー養成研修等の就労支援の専門研修

で必ず教授される概念である。 

この職業準備性は，「職業生活に必要な個

人的な諸能力」（松為，2020）と定義され，

職業適性，基本的労働習慣，対人技能，日常

生活管理，健康管理の各５層で職業準備性

の具体的スキルが示されている。就労支援

では，この概念を用いて，アセスメント，訓

練及び支援，就労定着支援が提供されてい

る。 

今後の円滑な社会参加への移行を支援す

る上では，この職業準備性の概念について

の理解を広げていくことも有効であろう。 

 そこで本研究では，就労支援に携わる支

援者の職業準備性に対する認識について明

らかにする。 

本報告では，特に，今後の就労定着支援に

関する議論を進めるための基礎調査として，

特別支援学校教員に対する調査の結果を報

告する。 

 

B.研究方法 

１．対象者 

X県の知的障害特別支援学校 10校の教員

538 人を対象者とした。 

２．調査時期 

2023年10月21日～11月17日の期間で，

オンライン調査へ誘導する依頼文を送付し

た。 

３．調査内容 

本研究では，特別支援学校教員の職業準備性の概念に対する認識を調査した。X 県の知的障害特

別支援学校 10 校の教員 538 人を対象者とした結果，職業準備性の 5 層毎に，在学中と卒業後間

で重要度の平均差の検定を行った。結果，労働習慣，対人技能の階層において，有意な差が確

認されなかった。教員の職業準備性の指導内容に対する重要度の認識は高く，教育場面でこれ

らを指導することの必要性を認識している現状が明らかになった。企業就労等しながら改善を

図っていくことの効果も考えられる一方で，特に企業等で働く際には，誰が，どのように指導

するのかということは大きな課題である。特に，企業にとって，これらの基底項目の習得の不

十分さは，大きな課題として指摘される傾向にある。この認識の違いが，連携を非円滑にして

いる可能性が考えられた。 
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調査項目は，基礎情報（性別，年齢，所属

学部，教職経験年数），研究者らが作成した

職業準備性の 5層各 5項目の計 25項目の指

導内容を用いた。 

25項目は，在学中及び卒業後の各時期に

おける重要度を 5件法で回答を求めた。 

４．倫理配慮について 

調査に際しては，調査票の表面で研究の

説明を行い，回答を持って同意を得たこと

とした。また，秋田大学手形地区における人

を対象とした研究倫理審査委員会の承認を

得た（令和 5年 10月 11日付第 5-37号）。 

５．分析方法 

回答は，在学中と卒業後間での重要度の

平均得点の差を検証するために対応のある

t 検定を行った。 

C.研究結果

１．基礎データ 

129人の教員（男性 42人，女性 87人）か
ら協力を得た。所属内訳は小学部 48人，中
学部 37 人，高等部 44 人であった。平均年
齢は 44.1 歳，教職経験平均年数は 18.9 年
であった。 

職業準備性の 5 層毎に，在学中と卒業後
間で重要度の平均差の検定を行った。結果，
労働習慣，対人技能の階層において，有意な
差が確認されなかった（表１）。 

表１ 職業準備性の階層毎の重要性の認識 
階層 在学時 卒業後 p値 

1 職業適性 4.22 4.41 ** 
2 労働習慣 4.80 4.76 n.s.
3 対人技能 4.32 4.36 n.s.
4 日常生活 4.19 4.29 **
5 健康管理 4.23 4.41 **

*p <.05, **p <.01

各層で，有意差があった項目は表 2 の通
りであった。

表 2 有意差が確認できた項目 
在学中の平均得点が有意に高い項目 階

層 
・職場で必要な報告・連絡・相談をすること
ができる

・安定した生活のリズムを取ることができ
る

2 

4 

卒業後の平均得点が有意に高い項目 階
層 

・就職先で求められる仕事に関する知識と
スキルを持っている

・期待される速度で作業できる
・全般的に臨機応変な対応ができる
・金銭管理をすることができる
・一人で移動することができる
・交通機関を利用することができる
・自分自身の栄養管理ができる
・自分自身の体調管理ができる
・必要に応じて休む等をすることができる
・適切な通院，服薬等をすることができる

1 

1 
1 
4 
4 
4 
5 
5 
5 

5 

D.考察

教員の職業準備性の指導内容に対する重

要度の認識は高く，教育場面でこれらを指

導することの必要性を認識している現状が

明らかになった。その上で，職業適性は，職

場での般化を考えると，卒業後の職場での

指導が必要であり，差が生じることが理解

できる。しかし，日常生活や健康管理という

職業準備性の基底に置かれ，事前の獲得が

必要と認識される項目において，卒業後で

の指導の重要度が高く認識されていた。企

業就労等しながら改善を図っていくことの

効果も考えられる一方で，特に企業等で働

く際には，誰が，どのように指導するのかと

いうことは大きな課題である。特に，企業に

とって，これらの基底項目の習得の不十分

さは，大きな課題として指摘される傾向に

ある。また，しばしば労働領域との連携の中

で，学校に事前に準備が要請される項目で

もある（Maebara, 2022）。この認識の違い

が，連携を非円滑にしている可能性が考え

られた。 
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E.結論 

 本研究から，特別支援学校の先生の職業

準備性に対する認識が明らかになった。限

界は，調査対象者が限られていることであ

る。今後の全国調査等が必要である。また，

福祉，労働領域の支援者の認識を明らかに

することも有用である。これらは，今後の課

題としたい。 

F．健康危険情報 

該当なし 

G.研究発表

１．論文発表

なし

２．学会発表 

前原和明・山田有輝也・山口明乙香（2023）

特別支援学校教員の認識する移行支

援の視点としての職業準備性の概念．

2023 日本発達障害支援システム学会

第 21回研究セミナー／研究大会 

H.知的財産権の出願・登録状況

１．特許取得 該当なし

２．実用新案登録 該当なし

３．その他 該当なし

引用参考文献 

Maebara K (2022) Case study on the em-

ployment of person with intellec-

tual disability in childcare work 

in Japan. Journal of Intellectual 

Disability-Diagnosis and Treatment, 

10(3), 122-129 

松為信雄.（2020）職業準備性（職業レディ

ネス）．日本職業リハビリテーション学

会（監修）「職業リハビリテーション用

語集」．やどかり出版．pp. 18-19. 
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令令和５年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労定着支援の質の向上に向けたマニュアル開発のための研究（23GC1001）  

 

発達障害者の就労定着・雇用維持の関連要因と効果的支援：英語文献レビュー  

 

研究分担者 清野 絵    国立障害者リハビリテーションセンター 

 

Ａ．研究目的 

本研究は、我が国における質の高い就労

定着支援の提供のマニュアル作成の基礎資

料とするため、海外における発達障害者の

就労定着の関連要因と効果的支援を明らか

にすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 方法はデータベース検索とする。使用す

るデータベースは、PubMed（アメリカ国立

医学図書館）、Scopus（Elsevier）、

Crossref（出版社国際リンク協会）とす

る。検索期間は、2024年 3月から 2018年

3 月とする。対象は、発達障害者の就労定

着・雇用維持に関する英語の論文等とす

る。データベースの検索用語として、「job 

retention」と「developmental 

disabilities」を用いる。 

 

本研究は文献レビューであるため、倫理

面への配慮が必要な研究には該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

(1)抽出された論文数 

データーベースで検索した結果、抽出さ

れた論文は PubMed = 5件、Scopus = 6件、

Crossref = 632,089 482件であった（重複

を含む）。次に重複の 1件を除外した。最終

的に、タイトル、要約、本文を確認し、条件

に該当する 5 件が抽出された。抽出された

論文を表 1に示す。 

 

(2)文献レビュー 

検索の結果、抽出された論文のうち 4 件

はレビュー論文であった。 

Thomasら(2021)の研究では、障害者のた

研究要旨 

本研究は、我が国における質の高い就労定着のあり方に資するための基礎資料を提供するた

めに、海外における発達障害者の就労定着と雇用維持のための関連要因と効果的な支援を明ら

かにすることを目的としています。英語文献レビューにより、発達障害者の就労定着に関連す

る要因や効果的な支援として、個々の自己決定や自己擁護スキルの向上、社会的スキルの強化、

適切な服薬管理方法の教育、職場でのナチュラルサポートの活用、適切な職場のサポート体制

の整備、教育や職業訓練プログラムにおける具体的なスキルの提供が含まれる可能性がある。

また、障害者の職場定着には、直接的職務関連懸念と間接的職務関連懸念の両方に対処するこ

とが、職場での持続可能な雇用につながることが示唆された。 
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めのエビデンスに基づく職場定着の介入と、

職場定着の結果を改善するために高等教育、

成人教育、雇用サービスにおいて障害者に

教えることが有効である可能性のある特定

のスキルを明らかにすることを目的に、ナ

ラティブ文献レビューを行った。対象は、系

統的レビューで抽出された 6 件の論文であ

った。文献レビューの結果、4 つの介入戦略

により、障害者の雇用定着率が統計的に有

意に改善した。その 4 つの戦略は、①合理

的配慮について話し合い、仕事関連の課題

を解決する際に、個人の自己決定/自己擁護

スキルを開発して適用すること、②社会的

スキル、②服薬管理方法の学習、③職場での

ナチュラルサポートの受け方であった。 

 Brookeら(2018)の研究では、障害者が競

争力のある統合雇用で就労定着するための

雇用維持や介入を明らかにするために、自

閉症スペクトラム障害（以下、ASD）のある

人の 139 件の記録を後方視的にレビューし

た。調査結果によると、ほとんどの研究参加

者は、雇用 18か月までに中程度や集中的な

レベルの支援から最小限のレベルの支援に

移行できました。また、ASDのある従業員は、

支援付きやカスタマイズされた雇用のため

の継続的支援、支援の延長中に行われる継

続的な評価とその後の支援から恩恵を受け

ていた。この段階で提供されたサービスに

は、最初の仕事の継続的なカスタマイズ、横

方向の転職、キャリアの向上が含まれてた。 

 Lefeverら(2018)の研究では、雇用維持と

職場復帰における障害管理（以下、DM）プロ

グラムの有効性と効率性に関して系統的レ

ビューを行った。系統的レビューの文献抽

出の結果、28件の論文が抽出された。これ

らの 28 件のうち、7 件は系統的レビュー、

3 件はランダム化比較試験、9件は臨床試験、

4 件は混合方法研究、5件は質的研究であっ

た。レビューの結果から、DM プログラムは

効果的かつ効率的であることが証明されて

いた。一方で、DMの構成要素についてはま

だ合意に達していない。しかし、仕事の調

整、移行期の義務の促進、すべての利害関係

者間のコミュニケーション、医療提供者の

アドバイス、早期介入、そして利害関係者、

組織、DMプロセスに対する受容、善意、信

頼といういくつかの構成要素は他の構成要

素よりも重視されていた。 

Weiら(2018)の研究では、自閉症スペクト

ラム障害（ASD）のある若年成人の就労経験

を明らかにするため、ASDのある若年成人と

他の 4 種類の障害のある若年成人の求職経

験、就業期間、離職を比較した。方法は、高

校で特別支援教育を受けた青少年の全国代

表標本として収集された 5 つの障害グルー

プのデータを分析した。その結果、ASDの若

年成人で自分で仕事を見つけたのは約 22％

で他の障害と比べ最も低くかった。次に、

ASD の若年成人では仕事を見つけるまでの

期間が平均 14 カ月で他の障害よりも長か

った。次に、ASDの若年成人の在職期間は平

均 24カ月で、他の 2つの障害よりも長く勤

務していた。次に、ASDの若年成人が失業し

た主な理由は、臨時の仕事が終了したため

であった。 

次に、検索の結果、抽出された論文のう

ち 1件は障害者の就労定着率を改善するた

めの雇用主の障害者の就労継続に対する態

度を評価する尺度の開発に関する論文であ

った。Krisiら(2022)の研究では、障害の

ある労働者の雇用維持に対する雇用主の態

度を評価するための多層スケール、「障害
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のある労働者の雇用維持(Retaining 

Workers with Disability)(RWD)」モデル

を開発した。1032人の雇用決定権を持つ

回答者を対象に探索的因子分析（EFA）と

確認的因子分析（CFA）を実施し、モデル

を検証した。その結果、雇用維持に影響を

与える二つの主要因子として、①直接的な

職務関連の懸念と②間接的な職務関連の懸

念が明らかにされた。これらの因子は、雇

用主が障害のある労働者の維持に関してど

のように感じているかを理解し、態度を変

えるための手がかりを提供するツールとな

る。 

この論文における、直接的な職務関連の

懸念は、障害のある労働者の具体的な仕事

のパフォーマンスや作業環境への影響に関

するものである。これには、健康危機時の

対応、保険費用の増加、職場の物理的環境

の調整費用、支援技術の提供や作業スケジ

ュールの調整などが含まれる。 

次に、間接的な職務関連の懸念は、職場

での社会的統合や同僚との関係に対する影

響に関連するものである。これは、障害の

ある労働者が社会的に馴染めない、職場の

士気やチームワークに悪影響を及ぼす、他

の労働者が障害者のための調整を不公平と

感じるという問題が含まれる。

 

表 1 発達障害者の就労定着・雇用維持に関する論文 

 著者（年） 論文タイトル 

1 
Krisi ら

(2022) 
障害のある労働者の定着を評価するための多層スケールの開発 

2 
Thomas ら

(2021) 
障害者のためのエビデンスに基づいた職場定着介入：ナラティブ文献レビュー 

3 
Brooke ら 

(2018) 

自閉症スペクトラム障害のある従業員が長期的な雇用成功を達成するための振り返

り：雇用維持と介入のレビュー 

4 
Lefever ら

(2018) 
職場定着と職場復帰における障害管理の効果と効率：系統的レビュー 

5 
Wei ら 

(2018) 
自閉症スペクトラム障害のある若年成人の就職活動、就業期間、離職 

 

 

Ｄ．考察 

本研究では、英語文献における発達障害

者の就労定着および効果的支援の要因を整

理した。文献レビューの結果から、発達障害

者の就労定着には多方面からの介入が重要

であることが示唆された。これらの介入に

は、個々の自己決定や自己擁護スキルの向

上、社会的スキルの強化、適切な服薬管理方

法の教育、職場でのナチュラルサポートの

活用、適切な職場のサポート体制の整備、教

育や職業訓練プログラムにおける具体的な

スキルの提供が含まれる可能性がある。ま

た、障害者の職場定着には、直接的職務関連

懸念と間接的職務関連懸念の両方に対処す

ることが、職場での雇用維持につながるこ

とが示唆された。 

 

Ｅ．結論 

障害者の就労定着を支援するためには、

一人一人のニーズに応じたカスタマイズさ

れた介入が効果的と考えられる。本研究で

得られた知見は、我が国における質の高い
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就労定着支援のあり方を検討するための基

礎資料として就労定着や雇用維持の要因の

検討に使用できる可能性がある。 
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